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１．新型コロナウイルスの感染症予防・拡大防止対策の取り組みを継続し、事業活動を実施

２．コア事業である「商業施設」建築のノウハウや企画・提案力を生かし、店舗等の新築・内装・

リニューアル工事の建設需要に対して積極的な受注活動を行い、また、マンション、物流施設、

医療・福祉施設等、幅広い民間事業者への取り組みを実施

事業環境、当社の取り組み

１．新型コロナウイルス感染症の影響が続くなか、ウクライナ情勢の長期化による原材料価格の高騰

や物価上昇、金融資本市場の変動など、依然として先行き不透明な状況が続く

２．建設業界においては、政府建設投資は一定の水準を維持しており、民間設備投資については持

ち直しの動きがみられるものの、受注競争の激化に加え、慢性的な技能労働者不足や建設資材
価格高騰に伴う建設コストの上昇など、引き続き厳しい状況が続く

事 業 環 境

当社の取り組み
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2021年9月期 2022年9月期 公表値 公表比

金 額 金 額 前年増減 増減率 金 額 増減率

当期の業績

（単位：百万円）

受注高 43,647 39,520 ▲4,126 ▲9.5％ ー ー

次期繰越高 79,479 79,382 ▲96 ▲0.1％ ー ー

売上高 37,911 44,534 6,622 17.5％ 44,000 1.2％

売上総利益 3,637 3,060 ▲576 ▲15.9％ ー ー

販売費及び一般
管理費 1,345 1,393 48 3.6％ ー ー

営業利益 2,292 1,666 ▲625 ▲27.3％ 2,100 ▲20.6％

経常利益 2,285 1,642 ▲642 ▲28.1％ 2,050 ▲19.9％

特別損益 125 ー ▲125 ー ー ー

四半期純利益 1,697 1,106 ▲590 ▲34.8％ 1,400 ▲20.9％

総括
１．【受注高】受注競争の激化により減少
２．【増収】前期（２０２２年３月期）の次期繰越高を順調にこなし、完成工事高

が増加
３．【減益】完成工事総利益の減少による減益
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（単位：百万円）

種類別内訳①

受 注 高 完 成 工 事 高 次 期 繰 越 高

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

建

築

工

事

商業施設 28,860 73.0% 21,145 47.6％ 42,462 53.5％

物販・店舗 26,955 68.2％ 19,759 44.5％ 35,956 45.3％

宿泊施設 1,405 3.6％ 1,193 2.7％ 6,095 7.7％

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ
施設

499 1.2％ 192 0.4％ 410 0.5％

住宅 9,427 23.9% 14,248 32.2％ 30,697 38.7％

事務所 675 1.7% 722 1.6％ 647 0.8％

工場・倉庫 320 0.8% 6,896 15.6％ 3,350 4.2％

医療・福祉施設 28 0.1% 1,181 2.7％ 2,096 2.6％

その他 76 0.2% 39 0.1％ 68 0.1％

計 39,389 99.7% 44,235 99.8％ 79,323 99.9％

土木工事計 131 0.3％ 72 0.2％ 59 0.1％

合計 39,520 100.0% 44,307 100.0％ 79,382 100.0％

内

訳
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商業施設

住宅

事務所

工場・倉庫

医療・福祉施設

その他

土木工事

種類別内訳② 受注高

■商業施設の受注高は受注高全体の約７３％。

■商業施設と住宅で受注高全体の約９７％。

商業施設
２８，８６０
（７３.０％）

物販・店舗

宿泊施設

合計

商業施設の割合
７３.０％

その他
７６

（０.２％）
土木工事
１３１

（０.３％）

医療・福祉施設
２８

（０.１％）

工場・倉庫
３２０

（０.８％）
事務所
６７５

（１.７％）

住宅
９，４２７
（２３.９％） 宿泊施設

１，４０５
（３．６％）

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設
４９９

（１.２％）

物販・店舗
２６，９５５
（６８．２％）

商業施設（73.0％）の内訳

３９，５２０

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設

単位：百万円

（単位：百万円）

（物販・店舗の内訳）
スーパーマーケット 4,155（10.5％）
複合商業施設 12,511（31.7％）
その他※ 10,288（26.0％）
※スポーツクラブ、専門店舗など
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商業施設

住宅

事務所

工場・倉庫

医療・福祉施設

その他

土木工事

種類別内訳③ 完成工事高

■商業施設の完成工事高は完成工事高全体の約４８％。

■昨年受注した大型物流倉庫の工事が順調に進捗し、工場・倉庫が大幅に増加。

商業施設
２１，１４５
（４７.６％）

物販・店舗

宿泊施設

合計

商業施設の割合
４７.６％

その他
３９

（０.１％）

土木工事
７２

（０.２％）医療・福祉施設
１，１８１
（２．７％）

工場・倉庫
６，８９６
（１５.６％）

事務所
７２２

（１.６％）

住宅
１４，２４８
（３２.２％）

宿泊施設
１，１９３
（２．７％）

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設
１９２

（０.４％）

物販・店舗
１９，７５９
（４４．５％）

単位：百万円

商業施設（47.6％）の内訳

４４，３０７

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設

（物販・店舗の内訳）
スーパーマーケット 2,105（4.7％）
複合商業施設 8,575（19.3％）
その他※ 9,078（20.5％）
※スポーツクラブ、専門店舗など
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商業施設

住宅

事務所

工場・倉庫

医療・福祉施設

その他

土木工事

種類別内訳④ 次期繰越高

■商業施設の次期繰越高は次期繰越高全体の約５４％。

■下期以降、商業施設の積み上げを行い目標達成を目指す。

商業施設
４２，４６２
（５３.５％）

物販・店舗

宿泊施設

合計

商業施設の割合
５３．５％

その他
６８

（０.１％）

土木工事
５９

（０.１％）

医療・福祉施設
２，０９６
（２．６％）

工場・倉庫
３，３５０
（４.２％）事務所

６４７
（０.８％）

住宅
３０，６９７
（３８．７％）

宿泊施設
６，０９５
（７．７％）

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設
４１０

（０.５％）

物販・店舗
３５，９５６
（４５．３％）

単位：百万円

商業施設（53.5％）の内訳

７９，３８２

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設

（物販・店舗の内訳）
スーパーマーケット 3,628（4.6％）
複合商業施設 17,564（22.1％）
その他※ 14,763（18.6％）
※スポーツクラブ、専門店舗など
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主な完成工事、主な受注工事

■ 主な完成工事

工 事 名 建 物 用 途 場 所

SG千早建替工事 複合商業施設 福岡県

グリーンプラザべふリニューアル工事 大型ショッピングセンター 兵庫県

（仮称）ニトリ目黒店新築工事 大型専門店舗 東京都

（仮称）アパホテル〈上野駅南〉新築工事 宿泊施設 東京都

（仮称）エスリード新栄三丁目新築工事 マンション（分譲） 愛知県

（仮称）フォレストモール佐久平新築工事 複合商業施設 長野県

■ 主な受注工事

工 事 名 建 物 用 途 場 所

（仮称）イオンスタイル赤羽北本通り店新築工事 スーパーマーケット 東京都

（仮称）ロイジェント日吉町Ⅱ新築工事 マンション（賃貸） 愛知県

（仮称）イオンスタイル武蔵狭山新築工事 スーパーマーケット 埼玉県

（仮称）箕面萱野駅前開発計画新築工事 複合商業施設 大阪府

（仮称）「ベニス」 温浴施設計画 温浴施設 大阪府

（仮称）ｸﾚｱﾎｰﾑｽﾞ琴似中央新築工事 マンション（分譲） 北海道
ニトリ目黒店新築工事

ＳＧ（スポーツガーデン）千早建替工事
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2020年9月期 2021年3月期 2021年9月期 2022年3月期 2022年9月期 2023年3月期

商業 住宅 他（物流施設を含む） 売上総利益率 経常利益率

2021年3月期 通期

8.2%

9.6%

5.1%

318
（72%）

33
（7%）

91
（21%）

売上高
379億円

売上高

443億円
売上高

442億円

売上高

458億円
売上高

445億円

6.9%

91
（21%）

142
（32%）

211
（47%）

3.7%

2023年3月期 通期

予想

〔種類別〕売上高推移 半年毎累計（2020年9月期～2023年3月期）

（単位：億円）

47
（1２%）

57
（13%）
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（28%）

98
（22%）

266
（58%）

286
（65%）

5.0%

8.7%

225
（60%）

5.5%
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（25%）
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（17%）
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2022年3月期 通期
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8.8%
8.6%

5.5%

491
（59%）

124
（15%）

221
（26%）

売上高
938億円

売上高
865億円

売上高
886億円 売上高

837億円

〔種類別〕売上高推移 通期 （2019年3月期～2023年3月期）

（単位：億円）

94
（10%） 90

（10%）

237
（25%）

190
（22%）

572
（66%）

604
（68%）

4.9%

7.6%

606
（65%）

4.9%

177
（21%）

114
（13%）

8.4%

5.3%

予想売上高
900億円
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（単位：億円）

〔商業施設／新築、内装・リニューアル工事別〕売上高推移半期毎累計 （2020年9月期～2022年9月期）
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208
（66%）

109
（34%）

143
（64%）

117
（44%）

12.3%

13.0%

13.4%

9.8%

7.6%

8.7%

11.6%

8.0%

15.0%

6.7%

76
（36%）

134
（64%）

81
（28%）

148
（56%）
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（72%）

81
（36%）

売上高

211億円

売上高
318億円売上高

286億円

売上高

266億円

売上高

225億円

2021年3月期 通期 2022年3月期 通期
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348
（61%）

224
（39%）

291
（59%）

199
（41%）

14.1%

11.4%

12.8%

11.3%

6.8%

8.7%
8.2%

9.8%

商業施設
売上高の

30％

504
（83%）

（単位：億円）

〔商業施設／新築、内装・リニューアル工事別〕売上高推移 通期（2019年3月期～2023年3月期）

101
（17%）

売上高
606億円 売上高

572億円

売上高
604億円

売上高
491億円

14

414
（68%）

190
（32%）
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比較貸借対照表

（単位：百万円）

2022年3月期 2022年9月期 前年増減

資産合計 57,617 55,338 ▲2,279

流動資産 48,324 45,996 ▲2,328

固定資産 9,292 9,341 48

負債合計 30,819 28,179 ▲2,640

流動負債 24,613 22,360 ▲2,253

固定負債 6,206 5,819 ▲386

純資産合計 26,798 27,158 360

自己資本 26,775 27,136 360

新株予約権 22 22 ー

【資産】 22億7千9百万円減少
（主な増加）
・完成工事未収入金等 ＋ 18億7千6百万円
・電子記録債権 ＋ 8億6千6百万円
・未収消費税等 ＋ 6億1千2百万円

（主な減少）
・受取手形 ▲ 54億3百万円
・現金預金 ▲ 8億6千1百万円

【負債】 26億4千万円減少
（主な増加）
・短期借入金 ＋ 4億5百万円
・電子記録債務 ＋ 1億6千9百万円

（主な減少）
・工事未払金 ▲11億9千万円
・未払消費税等 ▲ 5億1千2百万円
・長期借入金 ▲ 4億7千5百万円

【純資産】 3億6千万円増加
（主な増加）
・四半期純利益 ＋ 11億6百万円

（主な減少）
・期末配当金 ▲ 7億2千5百万円
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純資産、自己資本比率の推移
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45.5％

290
前後

純資産（億円） 自己資本比率

246

197

46.5％

33.7％

218

41.5％

267
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中間配当の実施

■２０２２年８月１０日「配当方針の変更（中間配当の実施）及び配当予想の修
正に関するお知らせ」を公表。

■株主の皆様へ利益還元の機会を充実させるために当期より中間配当１株当たり４０円を
実施。 期末配当については１株当たり６０円を予想。（合計１００円）

12.5%

14.5%

16.5%

18.5%

20.5%

22.5%

24.5%

26.5%

500

550

600

650

700

750

2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

配当総額 配当性向

579
1株当たり80円

652
1株当たり90円

652
1株当たり90円

725
1株当たり100円

（725）
1株当たり100円
中間40円
期末60円18.4％

20.6％

22.4％

24.3％

24.2％

配当総額
（億円） 配当性向

配当性向２０％以上を目標

純資産額３００億円を超過することが
見込まれる時点で配当性向を含めた
株主還元策を再検討。

予想
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比較キャッシュフロー計算書

（単位：百万円）

2021年
9月期

2022年
9月期

営業活動による
キャッシュ・フロー

356 35

投資活動による
キャッシュ・フロー

182 ▲98

財務活動による
キャッシュ・フロー

▲723 ▲799

キャッシュ・フロー計 ▲184 ▲861

現金及び現金同等物の
期末残高

11,651 10,796

【営業活動によるＣＦ】 3千5百万円 資金の増加

・税引前四半期純利益 ＋ 16億4千2百万円
・売上債権等の減少 ＋ 26億6千万円
・仕入債務の減少 ▲ 12億9千5百万円
・未収消費税等の増加 ▲ 6億1千2百万円
・未払消費税等の減少 ▲ 5億1千2百万円
・法人税等の支払額 ▲ 8億2千万円

【投資活動によるＣＦ】 9千8百万円 資金の減少

・有形固定資産の売却に係る手付金収入 ＋ 5千6百万円
・関係会社株式の取得による支出 ▲ 1億1千9百万円
・有形固定資産の取得による支出 ▲ 2千8百万円

【財務活動によるＣＦ】 7億9千9百万円 資金の減少

・短期借入金の純増減額 ＋ 4億9千3百万円
・長期借入金の返済による支出 ▲ 5億6千3百万円
・配当金の支払額 ▲ 7億2千2百万円

18



2022年3月期 実績 2023年3月期 予想

金 額 金 額 前年増減 増減率

売上高 83,776 90,000 6,223 7.4％

(売上総利益率) （8.8％） － － －

営業利益 4,674 4,440 ▲234 ▲5.0％

経常利益 4,636 4,340 ▲296 ▲6.4％

当期純利益 2,985 3,000 14 0.5％

２０２３年３月期 業績見通し

（単位：百万円）

１株当たり配当金 100円
（期末100円）

100円
（中間40円 期末60円）

－ －

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社と

して約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

■２０２３年３月期は現中期経営計画の最終年度。

■計画を達成し、次期中期経営計画に向けた基盤を確立。
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中期経営計画（２０２１年３月期～２０２３年３月期）

中期経営計画の進捗状況
（ ２０２１年３月期～２０２３年３月期）

Ⅱ.
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95,000

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

売上高・経常利益推移

売上(計画) 売上(実績) 経常利益(計画) 経常利益(実績)

売上高
実績

886億円

（単位：百万円）

4,673 4,636

4,240 4,290
4,340

業績概況 ～現中期経営計画最終年度 計画数値超過達成を目指す～

（単位：百万円）

（単位：百万円）

880億円
（計画）

890億円
（計画）

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

計画 利益率 実績 利益率 達成率 計画 利益率 実績 利益率 達成率 計画 利益率

売 上 高 88,000 88,624 100.7% 89,000 83,776 94.1% 90,000

営 業 利 益 4,340 4.9% 4,758 5.4% 109.6% 4,390 4.9% 4,674 5.6% 106.5% 4,440 4.9%

経 常 利 益 4,240 4.8% 4,673 5.3% 110.2% 4,290 4.8% 4,636 5.5% 108.1% 4,340 4.8%

当 期 純 利 益 2,930 3.3% 3,161 3.6% 107.9% 2,960 3.3% 2,985 3.6% 100.9% 3,000 3.3%

売上高
実績

837億円

900億円
（計画）

売
上
・利
益
と
も
計
画

数
値
の
達
成
を
目
指
す

■２０２３年３月期第２四半期の受注高は３９５億円。（前年９月末比約４１億円減）

■次期繰越高は７９３億円。（前年９月末比約１億円減）

■下期は当期中に完成する案件への取り組みを強化、計画数値の達成を目指す。
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各施策への取り組み状況及び課題（概要）

重点施策 中核となる建設事業での基本戦略は『差別化・優位性の確立』

施
策
１

技術提案力の強化

・産学連携での取り組み「一柱一杭工法」性能証明取得
・横浜市旧南区総合庁舎跡地開発で『ZEB – Ready』認証取得

施
策
２

建設事業は採算性と生産性を重視した取り組みを強化

・設計施工案件比率増加
・「DX推進プロジェクト」設置。現場事務作業等のデジタル化推進

施
策
３

不動産事業の拡大

・保有不動産の出口戦略や新規収益物件の取得検討
・不動産知識を営業に活かせる人材の育成

施
策
４

新規事業への取り組み ～新たな成長基盤を構築～

・２０２２年４月 ベトナム現地法人の稼働
・Ｍ＆Ａについては継続課題

施
策
５

マネジメント力の向上

・TCFD提言への賛同他 ESG取り組みを強化
・計画的な研修の実施による人材育成

更なる成長・拡大へ向け
た体制の充実。

中核に据える商業施設
の建築工事を更に伸ば
していくこと。

店舗のリニューアル周期
をとらえた提案。

投資が活況な物流施設
の受注への取り組み。

課題

２０３０年の企業像を目
指した次期中期経営計
画を検討する。
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トピックス１ 横浜市旧南区総合庁舎跡地開発（ＺＥＢの取り組み）

工事概要

工事名 横浜市旧南区総合庁舎跡地開発

施設名 ビエラ（ＶＩＥＲＲＡ）蒔田

工期 2020年8月17日～2022年9月30日

工事場所 横浜市南区花之木町三丁目48-1

発注者 JR西日本不動産開発株式会社

・複合商業施設としてのZEB化は国内では4例目
（2020年6月計画時点）
・建物全体で“BELS” ※1で最高ランク（★5つ）を
獲得、 “ZEB-Ready” ※2の認証を取得
・竣工後は“BEMS”※3による見える化によって、
エネルギーの消費状況を把握していく。

※1 BELS（ベルス）：建築物における省エネ性能を第三者評価機関が評価し認定する、建築物省エネルギー性能表示制度
※2 ZEB Ready（ゼブレディ）：省エネで基準一次エネルギー消費量から50％以上の一次エネルギー消費量の削減を実現している建物
※3 BEMS（ベムス）：Building and Energy Management Systemの略で、「ビル・エネルギー管理システム」

■ZEB（ゼブ）とは

建物の運用段階でのエネルギー消費量を、室内環境の質
を維持しながら省エネや再生可能エネルギーの利用を通し
て削減し、限りなくゼロにするという考え方。

『BELS』及び『ZEB –Ready』の認証を取得

今後も環境への取り組みを
さらに進めていきます。
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トピックス１ 横浜市旧南区総合庁舎跡地開発（ＢⅠＭの取り組み①）

■デジタル化による業務効率の向上を目指し、ＢＩＭへの取り組みを推進。

3Ｄデータによる設計

外壁の各所納まりの確認

設備配管などの干渉確認

完成イメージ
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可視化 に よ る 効率的 な合意形成

夜間のイメージ
及び照明の確認

誘導サイン計画

テラスのイメージ

敷地周辺からの
見えあがり確認

外観や内部の
デザイン変更

したい

ＢＩＭ化により、施主様と確認を取り
ながら全体的なバランス調整が可能

トピックス１ 横浜市旧南区総合庁舎跡地開発（ＢⅠＭの取り組み②）
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トピックス２ ＴＣＦＤ提言への賛同

■ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を表明した上、
当該提言に沿った分析結果を開示。

ガバナンス 戦略リスク管理 指標と目標

リスク管理 指標目標戦略

◆リスク管理委員会の下部に各Ｅ
ＳＧ課題に係る諮問機関を組成

◆諮問機関におけるリスク・機会
の選定、影響度の把握及び対応
策の立案

◆リスク管理委員会において諮問
機関の答申を踏まえたリスク対
応を実施

◆リスク管理の状況を少なくとも
年1回、取締役会に報告

◆主たる指標・目標を二酸化炭素
排出量原単位に設定

◆２０２５年度までに２０２０年
度比１５％の削減を目指す

「リスク管理委員会※」の設置
※ＥＳＧ（環境・社会・企業統治）を含む各リスク・機会を適切に把握
し対応する各本部横断の委員会

ガバナンス

TCFD提言
（基本開示項目）

経営戦略に適宜反映

TCFD提言に関する対応
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新市場区分の上場維持基準の適合状況

流通株式数 流通株式時価総額 流通株式比率 売買代金／日

上場維持基準
20,000単位

以上
100億円以上 35％以上 2,000万円以上

移行基準日時点の
当社の状況※

42,213単位 80億943万円 57.9% 3,553万円

①2022年2月9日「配当予想の修正に関するお知らせ」の公表（増配）
②2022年2月21日「株式の立会外分売実施に関するお知らせ」の公表
③2022年4月1日ベトナムの海外子会社の事業開始
④2022年8月10日「配当方針の変更（中間配当の実施）及び配当予想の修正に関す
るお知らせ」の公表

流通株式数 流通株式時価総額 流通株式比率 売買代金／日

当社の現状※ 44,769単位 81億6011万円 61.5% 3,311万円

上場維持基準の充足に向け適合計画書及び現中期経営計画
の達成と共に更なる成長に向け次期中期経営計画を策定予定

※2021年6月30日時点 株式会社東京証券取引所算出

※2022年9月30日時点

（2022年1～9月 平均）（2022年4～9月 平均株価）

（参考）

27



１つのレポートへ集約（日英）

情報開示の充実に関する取り組み

■株式会社シェアードリサーチによる企業レポートの作成と発信。

■広く情報を開示し、当社の企業認知度の向上のために情報発信の実施。

２０２２年１２月中に公開予定。
(英語レポートについては２０２３年２月頃予定)

ビジネスモデル

業績推移

長期的な展望

企業認知度向上

etc.
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お客様・取引先・地域に暮らす人々・社員とその家族 全てのステークホルダーに対して、快適で豊かな社

会の実現と社員の働きがい向上を目指し、「くらし空間」事業を通じて未来を創造・提案していく企業姿勢

をこのメッセージに込めています。

• 本資料は、株式会社イチケン（以下、当社）をご理解いただくため、当社が作成したもので、当社への投資活動勧誘を目的としておりません。

• 本資料を作成するにあたっては正確性を期すために慎重に行っておりますが、完全性を保証するものではありません。

• 本資料中の情報によって生じた障害や損害については、当社は一切責任を負いません。

• 本資料中の業績予測ならびに将来予測は、本資料作成時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。その

ため、事業環境の変化等の様々な要因により、実際の業績は言及または記述されている将来見通しとは大きく異なる結果があります。

株式会社イチケン
財務経理部 高垣・渡邊
TEL 03（5931）5642

コーポレート

メッセージ

人と未来に寄り添う「くらし空間」を。
For Your Living Space
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